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第二部 高速増殖炉サイクルの技術的な検討



● 幅広い選択肢（冷却材と燃料形態）の組合せ（約４０概念）から、今後検討すべき概念を選択

フェーズIIでの検討対象

○ ナトリウム炉
・ 大型ループ型（ＭＯＸ、金属燃料）
・ 中型ループ型モジュール炉

（ＭＯＸ、金属燃料）
・ 小型炉（金属燃料）

○ ガス炉
・ Ｈｅガス炉粒子型（窒化物燃料）

○ 重金属炉
・ 中型モジュール炉（窒化物燃料）

○ 水炉
・ ＢＷＲ型（ＭＯＸ）

※1 炉心性能及び実現可能性の観点から金属
燃料を選択。小型炉については多目的利用
など、基幹電源とは異なる概念として検討。

※2 金属燃料はボンド部にNaを使用しており、
破損時に金属間化合物を形成するため、
ヘリウムボンドの窒化物燃料を選択。

※3  中型モジュール炉と同様の基礎的課題が
あるため、2001年度以降の検討対象は
中型モジュール炉のみを対象とした。

※4 設計検討が最も進んでおり、炉心損傷時の
成立性、経済性を含めたシステムの成立性
が高い概念と して、ＢＷＲ型を検討対象と
した。

Ａ：引き続き検討 Ｂ：国内外の研究のレビュー Ｃ：データ化 ＊:２００１年度に抽出

：フェーズⅡ中間評価以降に検討を進めた主要な組合せ

フェーズⅠにおける有望概念の抽出結果
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図４－１ 実用化戦略調査研究の実施方針
フェーズⅡでの検討対象 ： 高速増殖炉システム



● 幅広い選択肢(燃料形態)の組合せ(再処理ｼｽﾃﾑ約10概念、燃料製造ｼｽﾃﾑ約10概念)から、今後検討すべき概念を選択

Ａ：引き続き検討 Ｂ：国内外の研究のレビュー Ｃ：データ化

Ａ（*1）－－遠心鋳造法

Ａ－－射出鋳造法

鋳造

－ＢＢフッ化物揮発法対応

－Ａ（*２）Ａ（*１）金属電解法対応

－ＣＡ酸化物電化法対応

－Ａ（*２）Ａ湿式法対応

振動充
填

－Ａ（*２）Ａ簡素化ペレット

燃料

製造

ＢＢＢフッ化物揮発法
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再処理

金属窒化物MOX
燃料形態

対象技術

フェーズＩＩでの検討対象

○再処理

・先進湿式法（ＭＯＸ、窒化物）

・酸化物電解法（ＭＯＸ）

・金属電解法（金属、酸化物、窒化物）

○燃料製造

・簡素化ペレット法（ＭＯＸ、窒化物）

・振動充填法

－湿式対応［スフェアパック］（MOX、窒化物）、

－酸化物電解対応［バイパック］（MOX)

・射出鋳造法（金属）

＊１ 金属電解法対応振動充填法（ＭＯＸ）及び金属燃料対

応の遠心鋳造法は経済性の点で魅力がないことから

フェーズII中間段階で検討対象から除外。

＊２ 窒化物燃料については、主たる工程はMOX対応の
先進湿式法やペレット、振動充填法あるいは金属燃
料対応の金属電解法等の適用が可能であるため、こ
れらの成果を活用して検討

図４－２ 実用化戦略調査研究の実施方針
フェーズⅡでの検討対象 ： 燃料サイクルシステム

：フェーズⅡ中間評価以降に検討を進めた主要な組合せ

フェーズⅠにおける有望概念の抽出結果
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第二部 高速増殖炉サイクルの技術的な検討

４．高速増殖炉サイクル実用化概念の選択

これまでに国内外で多くの高速増殖炉サイクルの概念が提案されて

いる。このため、高速増殖炉サイクルの適切な実用化像とそこに至る

ための研究開発計画を 2015 年頃に提示することを目的に、多様な炉型、

再処理法、燃料製造法を対象として「高速増殖炉サイクルの実用化戦

略調査研究」が行われてきた。

1999 年度から 2000 年度に実施された「高速増殖炉サイクルの実用

化戦略調査研究フェーズⅠ」では、技術的選択肢の幅広いサーベイを

行い有望な技術が抽出された。具体的には、図４－１、図４－２に示

すように、炉型について、冷却材や燃料形態などの組み合わせで考え

られる約 40 の候補から、「ナトリウム冷却炉」、「鉛ビスマス冷却炉」、

「ヘリウムガス冷却炉」及び「水冷却炉」が選択された。また、再処

理法について、約 10 の候補から「先進湿式法」、「金属電解法」及び「酸

化物電解法」が、燃料製造法について、約 10 の候補から「簡素化ペレ

ット法」、「振動充填法（スフェアパック燃料／バイパック燃料）」、「射

出鋳造法」及び「被覆粒子燃料製造法」が選択されている。

2001 年度から 2005 年度に実施された「高速増殖炉サイクルの実用

化戦略調査研究フェーズⅡ」では、フェーズⅠでの検討結果を踏まえ、

さらに、高速増殖炉サイクルの実用化候補概念を明確化するべく検討

が行われてきている。この結果として、「高速増殖炉サイクルの実用化

戦略調査研究フェーズⅡ最終報告書」では、主概念として「ナトリウ

ム冷却炉、先進湿式法再処理、簡素化ペレット法燃料製造」が、補完

概念として「ナトリウム冷却炉、金属電解法再処理、射出鋳造法燃料

製造」及び「ヘリウムガス冷却炉、先進湿式法再処理、被覆粒子燃料

製造」を選定することが適切であるとしている。

このような、これまでの「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研

究」の成果を受けて、改めて高速増殖炉サイクル実用化概念の選択を

おこなった。



図４－３ 「選択と集中」と「柔軟性」のバランスの考え方

（選択目標）
・ 現在の知見で実用施設として実現性が最も高いと考えられる、炉型、再処理法、燃料製造

法の組み合わせから成る実用システム概念であり、今後研究開発を特に進めるべきもの
（「主概念」）を１つ選択する。

・ 現在の知見で実用施設としての実現性が認められるが、政策的な視点や技術的な視点か
ら比較的には不確実性の残る炉型、再処理法、燃料製造法の組み合わせから成る実用
システム概念（「補完概念」）を選択する。

・ 「主概念」及び「補完概念」以外に係る研究については、多様な知と革新が期待されること
から、原子力の裾野を広げるための基礎研究と位置付ける。

（技術的な判断の視点）
・ 原子炉、再処理、燃料製造それぞれの

候補概念が、開発目標及び設計要求
に適合すること

・ 原子炉、再処理、燃料製造が技術的に
整合性が図られていること

・ 革新的な技術の成立性が見通せること
・ 革新的な技術に対しては、開発リスクを

考慮して既存技術による代替技術が用
意されていること

（政策的な判断の視点）
・ 我が国の基幹電源として実用化できるも

のであること
・ 原子炉、再処理、燃料製造が社会的に

整合性が図られていること
・ ユーザーである電気事業者による選択

が視野に入りうること
・ 世界標準技術となる可能性があり、我が

国メーカーの国際的産業競争力の維持・
向上に資すること
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（１）選択にあたっての基本的な考え方

① 「選択と集中」による研究開発の効率化

我が国の経済社会状況、高速増殖炉サイクル技術の研究開発に関す

る国際的な情勢を勘案すれば、限られた研究開発資源の下で、引き続

き効果的・効率的に高速増殖炉サイクルの実用化を図ることが必要で

ある。このため、これまでの研究開発の成果を評価し、研究開発対象

を絞り集中的に研究開発資源を投資するという戦略的重点化をさらに

強力に進めるべきである。

② 「柔軟性」の確保

高速増殖炉サイクルの実用化までには長期間を要することが見込ま

れている。このため、研究開発にあたっては、電力需給の動向やウラ

ン需給状況など将来の社会的な情勢変化に対応できることが重要であ

る。また、革新的な技術の導入にチャレンジした結果克服困難な課題

が明らかになる場合や基礎研究から多様な知と革新がもたらされる場

合も想定しておく必要がある。さらに、海外における研究開発の進展

を見極めることも重要である。

従って、長期的展望を踏まえて高速増殖炉サイクル技術の研究開発

を進めるにあたっては、高速増殖炉サイクル技術が技術的多様性を備

えていることに着目し、柔軟性を持って研究開発を進めることが必要

である。

③ 「選択と集中」と「柔軟性」のバランス

このように、「選択と集中」と「柔軟性」はいずれも必要であるが、

相矛盾する要求を内包している。「選択と集中」と「柔軟性」のバラン

スについては、以下のような判断の視点に基づき、これまでの研究開

発の成果や技術評価を十分に踏まえ、これに柔軟性を加味し、政策的、

技術的に総合した判断を行うことが適切と考える。（図４－３参照）。
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（政策的な判断の視点）

○ 我が国の基幹電源として実用化できるものであること

○ 原子炉、再処理、燃料製造が社会的に整合性が図られていること

（余剰プルトニウムを持たないなど、我が国の原子力政策に沿った

ものであることが必要）

○ ユーザーである電気事業者による選択が視野に入りうること

○ 世界標準技術となる可能性があり、我が国メーカーの国際的産業

競争力の維持・向上に資すること

（技術的な判断の視点）

○ 原子炉、再処理、燃料製造それぞれの候補概念が、開発目標及び

設計要求に適合すること

○ 原子炉、再処理、燃料製造が技術的に整合性が図られていること

（高速増殖炉の利用は、再処理施設で使用済燃料からプルトニウム

やウランなどを分離、回収して再び燃料としてリサイクルするこ

とを前提としており、原子炉、再処理、燃料製造をひとつのシス

テムと捉えることが必要）

○ 革新的な技術の成立性が十分に見通せること

○ 革新的な技術に対しては、開発リスクを考慮して既存技術に基づ

く代替技術が用意されていること

「高速増殖炉の実用化戦略調査研究フェーズⅡ最終報告書」では、

主として技術的な考察から主概念を１つ、補完概念を２つ選定してい

る。しかし、戦略的重点化をさらに強力に進めるべきとの考えに立ち、

以下のように主概念を１つ、補完概念を１つ選定することが適切と考

える。
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○ 現在の知見で実用施設として実現性が最も高いと考えられる、炉

型、再処理法、燃料製造法の組み合わせから成る実用システム概念

であり、今後研究開発を特に進めるべきもの（「主概念」）を１つ選

択する。

○ 現在の知見で実用施設として実現性が認められるが、政策的な視

点や技術的な視点から比較的には不確実性の残る炉型、再処理法、

燃料製造法の組み合わせから成る実用システム概念（「補完概念」）

を１つ選択する。

○ 「主概念」及び「補完概念」以外の概念に係る研究については、

多様な知と革新が期待されることから、原子力の裾野を広げるため

の基礎研究と位置付ける。

なお、「選択と集中」と「柔軟性」のバランスには、適切なタイミン

グでの評価の実施や資源配分への考慮が必要であり、これらの点につ

いては「第三部 今後の進め方」で述べる。



高燃焼度化のための
ODS鋼被覆管 ナトリウムの化学的活性

• 配管二重化の徹底

• 直管二重伝熱管蒸気発生器

保守・補修性を考慮した
プラント設計

炉心安全性の向上

• 受動的炉停止と自然循環に
よる炉心冷却

• 炉心損傷時の再臨界回避
を達成できる炉心概念

２次系ポンプ

蒸気発生器

１次系ポンプ組込型
中間熱交換器

原子炉容器

革新技術の採用による物量、
建屋容積の削減

•システム簡素化のための２
ループ化

•配管短縮のための高クロム鋼
構造材料

•１次冷却系統簡素化のための
ポンプ組込型中間熱交換器

•原子炉容器のコンパクト化

図４－４ ナトリウム冷却高速増殖炉概念図



表４－１ ナトリウム冷却高速増殖炉の仕様比較

単回転プラグ、マニピュ
レータ方式

二重伝熱管直管型蒸気発
生器 ×2

自然循環
DRACS ×1＋PRACS ×2

65,400 （32,700 ×2）

1,238

21,200 / 10,700

2

335 / 520

395 / 550

約800（約26ヶ月）

1.10 ～ 1.03

約15

1,000 / 5,400

42.5

1,500 / 3,530

Na冷却大型 高速増殖炉 *

貫流分離、ヘリカル型 ×3－－蒸気発生器

単回転プラグ、固定アーム
方式

二重回転プラグ、垂直動
方式

－燃料取扱系

強制循環
２次系補助冷却設備 ×3

強制循環
１次系補助冷却設備 ×1
２次系補助冷却設備 ×1

－崩壊熱除去系

14860日運転サイクル期間

17,800 / 7,10010,000 / 3,600mm原子炉容器高さ / 内径

788491mm１次冷却材配管内径

15,300 （5,100 ×3）2,700 （1,350 ×2）t/h１次冷却材流量

87万MWd/t燃焼度（炉心燃料部平均）

280 / 714－ / 140MW電気出力 / 熱出力

39－%熱効率

32－冷却 ループ数

930 / 1,800500 / 800mm炉心高さ / 炉心等価直径

1.2－－増殖比

325 / 505300 / 470℃２次系冷却材温度

397 / 529350 / 500℃１次系冷却材温度

「もんじゅ」「常陽」（ＭＫ－ Ⅲ）単位

単回転プラグ、マニピュ
レータ方式

二重伝熱管直管型蒸気発
生器 ×2

自然循環
DRACS ×1＋PRACS ×2

65,400 （32,700 ×2）

1,238

21,200 / 10,700

2

335 / 520

395 / 550

約800（約26ヶ月）

1.10 ～ 1.03

約15

1,000 / 5,400

42.5

1,500 / 3,530

Na冷却大型 高速増殖炉 *

貫流分離、ヘリカル型 ×3－－蒸気発生器

単回転プラグ、固定アーム
方式

二重回転プラグ、垂直動
方式

－燃料取扱系

強制循環
２次系補助冷却設備 ×3

強制循環
１次系補助冷却設備 ×1
２次系補助冷却設備 ×1

－崩壊熱除去系

14860日運転サイクル期間

17,800 / 7,10010,000 / 3,600mm原子炉容器高さ / 内径

788491mm１次冷却材配管内径

15,300 （5,100 ×3）2,700 （1,350 ×2）t/h１次冷却材流量

87万MWd/t燃焼度（炉心燃料部平均）

280 / 714－ / 140MW電気出力 / 熱出力

39－%熱効率

32－冷却 ループ数

930 / 1,800500 / 800mm炉心高さ / 炉心等価直径

1.2－－増殖比

325 / 505300 / 470℃２次系冷却材温度

397 / 529350 / 500℃１次系冷却材温度

「もんじゅ」「常陽」（ＭＫ－ Ⅲ）単位
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（２）様々な候補概念の概要

実用化戦略調査研究フェーズⅡにおいて比較検討された候補概念の概

要を以下に紹介する。（詳細については、「高速増殖炉の実用化戦略調

査研究フェーズⅡ最終報告書」を参照されたい。）

① 高速増殖炉

ⅰ．ナトリウム冷却高速増殖炉(MOX 燃料、金属燃料)

ナトリウム冷却高速増殖炉の概念図を図４－４に、仕様を表４－１に

示す。

(a) プラントシステムの特徴

設計要求に掲げた建設費を満足させるため、高い安全要求を満たし

つつ、プラントの物量を大幅に削減できる革新技術を採用したシステ

ム概念としている。ナトリウムに固有な課題（化学的活性、不透明な

ど）に対しては、配管及び容器のナトリウム境界を二重化することに

より、ナトリウム漏えいの影響範囲を限定するとともに、蒸気発生器

の伝熱管を二重管構造とすることにより、プラント寿命期間中にナト

リウム－水反応の発生可能性を著しく低下させ、プラントの運転信頼

性を向上させる設計としている。また、ナトリウムの特徴（構造材料

との共存性が良いこと、不透明であること、運転停止中も約 200 ℃と

いう高温を保持することなど）を踏まえた供用期間中検査の方針を検

討するとともに、事故や予期せぬ重大な不具合が発生した場合の機器

の引抜き補修を含めて、保守・補修性を向上したプラント設計として

いる。

(b) 炉心燃料

炉心燃料設計では、MOX 燃料及び金属燃料ともに、設計要求を十

分に満足した設計としている。革新技術として、高燃焼度化と高出口

温度化を達成可能な酸化物分散強化型（ODS）フェライト鋼被覆管、

及び炉心損傷時の再臨界を回避するため溶融燃料流出のための内部ダ

クト付き燃料集合体概念を採用している。その結果、MOX 燃料炉心、

金属燃料炉心ともに設計要求を上回る性能が見通され、ナトリウム冷



ガスタービン

原子炉容器

外管

内管

崩壊熱除去系
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燃料集合体

図４－５ ヘリウムガス冷却高速増殖炉概念図



表４－２ ヘリウムガス冷却高速増殖炉の仕様比較

三次元免震

3.0 （44MW）

直接ガスタービン×4

－

高圧コンプレッサー×4
低圧コンプレッサー×4

6

460 / 850

4

103

1.11 ～ 1.03

約12

1,000 / 6,290

被覆粒子型
U,Pu混合窒化物燃料

約540 （約18ヶ月）

47

1,500 / 3,200

ヘリウムガス冷却高速増殖炉

3110W/cc平均炉心出力密度*

－

13.6 （205MW）

蒸気タービン×1

蛇行コイル貫流型×12

ガス循環機×8

4.2

266 / 530

4

1.2～ 1.03

15.5 ～ 16

1,200 / 5,900

被覆管型
U,Pu混合酸化物燃料

約730 （約24ヶ月）

42

1,500 / 3,600

炭酸ガス冷却高速増殖炉

－%所内負荷率

－－タービン

4MPa１次系冷却材圧力

1－ループ数

－

－

ガス循環機×4

395 / 850
（高温運転時950℃）

－

2.2

2,900 / 2,300

被覆粒子型
U酸化物燃料

－

－

－ / 30

HTTR（熱中性子炉）

日運転サイクル期間

－炉心・燃料

－増殖比

万
MWd/t

燃焼度（炉心燃料部平均）

%熱効率

mm炉心高さ / 炉心等価直径

－蒸気発生器

－１次系ガス循環機

－免震方式

℃１次系冷却材温度

MW電気出力 / 熱出力

単位

* 平均炉心出力密度= 炉心高さ× 3.14×（炉心等価直径）２÷4
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却炉心の高いポテンシャルが示されている。

(c) これまで実施された要素技術開発

採用した革新技術の成立性見通しを得るために、高クロム鋼の開発、

２ループ化に必要となる大口径配管の流動安定性試験、ポンプ組込型

中間熱交換器（IHX）の振動伝達試験、蒸気発生器のための二重伝熱

管試作試験、等を行っている。

ⅱ．ヘリウムガス冷却高速増殖炉（窒化物燃料）

ヘリウムガス冷却高速増殖炉の概念図を図４－５に、仕様を表４－２

に示す。

(a) プラントシステムの特徴

発電と同時に高温熱源としても利用できる特長を活かすとともに、

コンパクトで簡素なシステム構成とすることにより、高い熱効率によ

る経済性の向上を図っている。原子炉容器の回りに縦型単軸ガスター

ビン（38 万 kWe）を 4 基配置した直接サイクル発電方式（150 万 kWe）
とし、冷却系配管を二重管（内側配管をホットレグ、外側配管をコー

ルドレグ）にした構造を採用している。減圧事故時の影響を緩和する

ため、二重管の外側をさらに配管で覆った三重管構造とし、原子炉容

器からガスタービンまで内包できる大型格納容器を採用している。

(b) 炉心燃料

窒化物燃料粒子を高温強度に優れる窒化チタン（TiN）で被覆した

粒子燃料（被覆粒子燃料）とし、さらに炭化ケイ素（SiC） 母材に埋

め込んだ六角ブロック型燃料集合体としている。炉心設計では、燃料

の優れた高温耐性、低い炉心出力密度（約 100W/cc）、ドップラー反応

度の強化により、異常な過渡変化時のスクラム失敗事象（ATWS）や

更に減圧事故時に原子炉スクラム失敗と強制循環除熱機能喪失を重畳

した事象（AWS）を想定しても、炉心損傷に至らない可能性を示して

いる。

(c) これまで実施された要素技術開発

被覆燃料に関する基礎的な試験として、燃料製造に係る厚膜蒸着特
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炉心損傷時の再臨界回避
を達成できる炉心概念

図４－６ 鉛ビスマス冷却高速増殖炉概念図



表４－３ 鉛ビスマス冷却高速増殖炉の仕様比較

約52m/s燃料バンドル部流速

約800 （約26ヶ月）約550 （約18ヶ月）日運転サイクル期間

700570℃被覆管最高温度

強制循環冷却 ループ型強制循環冷却 タンク型－原子炉型式

水平免震

二重伝熱管直管型×1

縦置き機械式遠心ポンプ×2

395 / 550

1.10 ～ 1.03

約15

1,000 / 3,800

Pu,U混合酸化物

42.5

750 / 1,765

ナトリウム冷却中型高速増殖炉

Pu,U混合窒化物－炉心・燃料

1.10 ～ 1.03－増殖比

約15万MWd/t燃焼度（炉心燃料部平均）

38%熱効率

700 / 4,430mm炉心高さ / 炉心等価直径

一体貫流ヘリカル型×6－蒸気発生器

縦置き機械式遠心ポンプ×3－１次主循環ポンプ

三次元免震－免震方式

285 / 445℃１次系冷却材温度

750 / 1,980MW電気出力 / 熱出力

鉛ビスマス冷却高速増殖炉単位
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性、曲げ強度試験等を実施し、設計で想定している仕様に対して基本

的に適合できる可能性があることを確認した。

ⅲ．鉛ビスマス冷却高速増殖炉（窒化物燃料）

鉛ビスマス冷却高速増殖炉の概念図を図４－６に、仕様を表４－３に

示す。

(a) プラントシステムの特徴

冷却材に鉛ビスマス（Pb-Bi)を用いることから、原子炉重量が大き

くなる。このため、耐震性の検討において、３次元免震を採用しても

構造部材にかかる荷重が過大になり大型炉の成立性を見通せなかった。

このため、中型炉規模で２次系を必要としないプール型概念を検討し

ており、この概念は耐震性を確保した上で建設費の目標を満たし得る

ことを確認している。また、材料腐食を抑制するために被覆管最高温

度や冷却材流速を制限し、窒化物燃料を採用することで、設計要求を

満たし得る炉心概念を構築することができるとしている。

(b) 炉心燃料

冷却材の鉛ビスマスによる材料腐食を抑制しつつコンパクトな炉心

設計を成立させるため、被覆管最高温度及び冷却材流速を制限し、酸

化物燃料よりも重金属密度の高い窒化物燃料を用いた炉心としている。

この窒化物燃料炉心は、窒素 15（N15）を 100%近くまで濃縮して用

いることとしており、酸化物燃料炉心よりも中性子経済が良好である

ため、径方向ブランケットなしで増殖比 1.1 を確保できるとしている。

(c) これまで実施された要素技術開発

鉛ビスマス冷却材を利用する上で枢要な技術課題となる、鉛ビスマ

スによる鋼材の腐食性に関する試験を実施し、その成果を設計に反映

している。

ⅳ．水冷却高速増殖炉（MOX 燃料）

水冷却高速増殖炉の概念図を図４－７に、仕様を表４－４に示す。



図４－７ 水冷却高速増殖炉概念図
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• 高富化度MOX燃料

• 高稠密炉心
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セパレータ

ドライヤ
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表４－４ 水冷却高速増殖炉の仕様比較

* ： MOX部＋内部ブランケットの平均燃焼度 ** ： MOX部＋全ブランケットの平均燃焼度

－0.04wt%/HMMOX部FP含有率

－2.1wt%/HMMOX部MA含有率

1318month連続運転期間

-8-0.510-4∆k/k/%voidボイド反応度係数

1.31.3－MCPR

1216kW/ft最大線出力密度

－1.05－増殖比

－15.4tPuf装荷量

4369%炉心部平均ボイド率

0.180.043MPa炉心圧損

－ / 3.8（ウラン濃縮度）32.0 / 9.3wt%/HMMOX部Pu富化度 / 炉心部Puf富化度

872900－燃料集合体数

1,356 / 3,9261,356 / 3,926MW電気出力 / 熱出力

7.27.2MPa原子炉圧力

14.551%出口クォリティ

2.73.8m炉心外接半径

4.5 / 4.55.4 / 4.5万MWd/t炉心部取出燃焼度* / 炉心取出燃焼度**

5.21.8104t/h炉心流量

3.710.845m炉心部高さ

ABWR（熱中性子炉）水冷却炉（BWR型）単 位項 目
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(a)プラントシステムの特徴

水冷却高速増殖炉は、既に実用化されている ABWR のプラント技

術をベースとしており、数十年の商業発電実績がある軽水炉で培った

豊富な技術と経験を踏まえ運転・保守性に優れ、全般的には技術的実

現性が高いとしている。炉心については、熱中性子を利用する軽水炉

に対し高速中性子を利用する高速炉とするための設計となっている。

具体的には、水により高速中性子が減速させられる効果を少なくする

ため冷却材のボイド率を高くしている。また、再臨界防止などの観点

から炉心を扁平にしている。高ボイド率、扁平炉心にともない冷却材

流動の圧力損失が小さくなることから、インターナルポンプを削除し

自然循環冷却方式を採用したシステムとしている。

(b)炉心燃料

水冷却炉は、負のボイド反応度係数を炉心を扁平化することにより

実現している。また、燃料体の燃料ピン間ギャップを 1.3mm と稠密化

するとともに、冷却材ボイド率を高く（炉心平均ボイド率 70%程度）

して増殖比 1 以上を達成できる設計としている。

(c) これまで実施された要素技術開発

被覆管候補材料として、改良ステンレス鋼及び軽水炉用燃料被覆管

（ジルコニウム合金）を選定し、国内のイオン照射研究施設で基礎的

な照射試験を実施中である。熱水力特性については、大規模バンドル

の限界出力試験を実施し、稠密体系での除熱限界、並びにその燃料ピ

ン間ギャップ幅の効果を明らかにしている。



Uの粗取りにより、抽出工程
の必要処理量を大幅に削減
する晶析工程

U・Pu・Npを低除染で一括回
収する単サイクル共抽出

低除染回収を許容するため、
U・Puの各精製工程が不要

二次廃棄物発生量が少なく、
機器がコンパクトな抽出クロマ
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共抽出
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富化度調整 簡素化ペレット法
燃料製造

廃棄物

図４－８ 先進湿式法再処理の概念図



表４－５ 先進湿式法再処理の基本仕様

バンドルせん断（短尺）前処理操作

連続式
自動運転（配管移送）
遠隔保守補修

運転・保守補修方式

空気雰囲気セル雰囲気

0.14% 以下再処理製品への FP混入率

溶解（硝酸水溶液）
晶析
溶媒抽出（ TBP＋n-ドデカン）
クロマトグラフィー（シリカ担持型
CMPO/BTP 吸着材）

分離操作原理と
使用媒体

0～95℃操作温度

形状管理（全濃度安全形状）臨界管理方式

200tHM/y年間処理能力

ホウケイ酸ガラス固化体発生廃棄物処分体
（高レベル廃棄物）

硝酸水溶液
（Pu富化度・ MA含有率調整済）

再処理製品

酸化物燃料
（ペレット）

受入燃料

先進湿式法

バンドルせん断（短尺）

晶析
TBP＋n-ドデカン）

吸着材）

（
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②再処理

ⅰ．先進湿式法（MOX 燃料、窒化物燃料）

(a) プロセスシステムの特徴

先進湿式法（NEXT 法：New Extraction System for TRU Revovery）は、

使用済燃料を硝酸水溶液に溶かして液体状態で処理する湿式法のひと

つで、日本原子力研究開発機構が研究開発を進めている方法である。

従来の高除染（回収する再処理製品（ウラン／プルトニウム溶液）に

含まれる不純物の割合が少ない）の湿式再処理法をベースに、ウラン

／プルトニウムの低除染・混合回収などプロセスの合理化を図り、マ

イナーアクチニド（MA）の回収を組み入れたものである。先進湿式

法再処理のプラント概念図を図４－８に、実用プラント概念の基本仕

様を表４－５に示す。

具体的には、晶析工程と単サイクル共抽出工程の導入、回収したウ

ラン及びプルトニウム等の精製工程の削除、ソルトフリー試薬（塩を

含まず分解可能な試薬）の採用と廃液の二極化処理などを合理化項目

としている。高レベル放射性廃棄物への MA の移行量を減らして環境

負荷低減を図るため、単サイクル共抽出工程で回収されないネプツニ

ウム以外の MA（特に、アメリシウム及びキュリウム）を抽出クロマ

トグラフィにより回収することとしている。

本システムは窒化物燃料にも対応可能であるが、炉内における長寿

命の放射性炭素（C14）の生成抑制のために、普通の窒素（N14）では

なく窒素同位体（N15）を燃料に用いる必要があり、再処理の過程で

これを回収、リサイクル利用するため、N15 の回収工程の追加が必要

とされている。また、被覆粒子燃料にも対応可能であるが、被覆材等

の除去工程の追加が必要とされている。

(b) これまで実施された要素技術開発

溶解工程については、照射済燃料を粉体化することなどにより 99%
以上の溶解率で晶析工程に適した濃度のウラン／プルトニウム溶液を

所定の時間内に得られることを、小規模ホット試験で確認している。



実用燃料処理への適合性を
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貴金属FP分離・
MOX共析

振動充填法燃料
製造

廃棄物

図４－９ 酸化物電解法の概念図



表４－６ 酸化物電解法の基本仕様

燃料粉化（機械式）前処理操作

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守補修

運転・保守補修方式

空気雰囲気、Ar雰囲気セル雰囲気

1.4wt%再処理製品へのFP混入率

塩素化溶解
電解還元（NaCl-CsCl溶融塩）
液体金属抽出（Cd）
蒸留
酸化転換

分離操作原理と
使用媒体

650～1000℃操作温度

質量管理臨界管理方式

50tHM/y年間処理能力

鉛リン酸ガラス固化体
フツリン酸ガラス固化体

発生廃棄物処分体
（高レベル廃棄物）

酸化物粉体
（Pu富化度・MA含有率未調整）

再処理製品

酸化物燃料
（バイパック）

受入燃料

酸化物電解法
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②再処理

ⅰ．先進湿式法（MOX 燃料、窒化物燃料）

(a) プロセスシステムの特徴

先進湿式法（NEXT 法：New Extraction System for TRU Revovery）は、

使用済燃料を硝酸水溶液に溶かして液体状態で処理する湿式法のひと

つで、日本原子力研究開発機構が研究開発を進めている方法である。

従来の高除染（回収する再処理製品（ウラン／プルトニウム溶液）に

含まれる不純物の割合が少ない）の湿式再処理法をベースに、ウラン

／プルトニウムの低除染・混合回収などプロセスの合理化を図り、マ

イナーアクチニド（MA）の回収を組み入れたものである。先進湿式

法再処理のプラント概念図を図４－８に、実用プラント概念の基本仕

様を表４－５に示す。

具体的には、晶析工程と単サイクル共抽出工程の導入、回収したウ

ラン及びプルトニウム等の精製工程の削除、ソルトフリー試薬（塩を

含まず分解可能な試薬）の採用と廃液の二極化処理などを合理化項目

としている。高レベル放射性廃棄物への MA の移行量を減らして環境

負荷低減を図るため、単サイクル共抽出工程で回収されないネプツニ

ウム以外の MA（特に、アメリシウム及びキュリウム）を抽出クロマ

トグラフィにより回収することとしている。

本システムは窒化物燃料にも対応可能であるが、炉内における長寿

命の放射性炭素（C14）の生成抑制のために、普通の窒素（N14）では

なく窒素同位体（N15）を燃料に用いる必要があり、再処理の過程で

これを回収、リサイクル利用するため、N15 の回収工程の追加が必要

とされている。また、被覆粒子燃料にも対応可能であるが、被覆材等

の除去工程の追加が必要とされている。

(b) これまで実施された要素技術開発

溶解工程については、照射済燃料を粉体化することなどにより 99%
以上の溶解率で晶析工程に適した濃度のウラン／プルトニウム溶液を

所定の時間内に得られることを、小規模ホット試験で確認している。



処理速度と操作性を向上さ
せた大型電解精製装置

処理速度と操作性を向上さ
せた連続陰極処理装置

廃棄物量削減のため、ゼオ
ライトと接触させてFPを除去
した溶融塩の一部を電解槽
で再利用

解体・せん断

電解精製

TRU回収 陰極処理

塩処理
（ｾﾞｵﾗｲﾄ吸着）

射出鋳造法
燃料製造

廃棄物

図４－１０ 金属電解法の概念図



表４－７ 金属電解法の基本仕様

ピンせん断（短尺）
ボンドNa除去

前処理操作

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守補修

運転・保守補修方式

Ar雰囲気セル雰囲気

U側製品：ほぼ0%
TRU側製品：約2%

再処理製品へのFP混入率

電解還元（LiCl-KCl溶融塩）
液体金属抽出（Cd）
蒸留

分離操作原理と
使用媒体

500～1400℃操作温度

質量管理を基本とし、工程に応じ
て化学形態管理を併用。

臨界管理方式

50tHM/y年間処理能力

人工鉱物固化体
（ガラス結合ソーダライト）

発生廃棄物処分体
（高レベル廃棄物）

Zr合金インゴット
（Pu富化度・MA含有率未調整）

再処理製品

金属（U-TRU-Zr合金)燃料受入燃料

金属電解法



- 30 -

時電解や貴金属 FP 分離に関するウラン試験及び材料耐食性試験など

が行われている。MOX 共析工程においては電流効率向上やプロセス

制御条件の最適化が必要であり、MA 回収については、グラファイト

陰極への析出は困難なため液体金属を用いた抽出などの検討が必要と

されている。機器開発について、溶融塩による反応ルツボの耐食性が

主な課題となっている。材料の腐食挙動については、試験片を用いた

プルトニウム試験により確認できているものの、大型ルツボの製作性、

工学規模のルツボの耐食性など確認すべき点がある。

ⅲ．金属電解法（金属燃料）

(a) プロセスシステムの特徴

金属電解法再処理は、乾式再処理法の一種で、500 ℃の溶融塩

（LiCl-KCl）中での電解精製によって燃料物質を回収する方法である。

金属電解法再処理のプラント概念図を図４－１０に、実用プラント概

念の基本仕様を表４－７に示す。使用済燃料を陽極とし、ウランの回

収には鋼製の陰極を、またプルトニウムとウランの一括回収には液体

カドミウム陰極を用いている。液体カドミウム陰極にはプルトニウム

とウランと同時に MA 及び少量の希土類元素が随伴するのが本プロセ

スの特徴である。設計においては、米国で開発されたフローシートを

ベースに経済性向上のため大型電解精製装置や連続陰極処理装置を採

用している。

(b) これまで実施された要素技術開発

ウラン、プルトニウム、MA 及び模擬 FP 元素を用いた電解精製や陰

極処理技術に関する小規模試験が日本原子力研究開発機構と電力中央

研究所の共同研究などによって進められ、カドミウム陰極によるウラ

ン／プルトニウム共抽出や希土類 FP との分離性能が確認されている。

また、MOX 還元－電解精製－陰極処理の一連の小規模試験が MOX ペ

レットを用いて行われ、プロセス全体の物質収支に関するデータを得

るとともに、ウランと TRU を 99%以上回収可能であるとの見通しが

得られている。塩廃棄物処分体であるガラス結合ソーダライトについ

ては FP 添加量が少ないため、改良や処分方法を含めた検討が必要と

されている。



低除染・MAリサイクルを可
能にするセル内燃料製造

潤滑剤の混合を不要とする
ダイ潤滑成型

Pu富化度を溶液段階で調整
するため粉末混合工程が不
要

脱硝・転換・造粒

ピン組立・集合体組立

成型・焼結

先進湿式法
再処理

図４－１１ 簡素化ペレット燃料製造法の概念図



表４－８ 簡素化ペレット法燃料製造の基本仕様

200tHM/y年間処理能力

不要Pu 富化度／ MA 添加

率調整操作

0.14wt%製品への FP 混入率

空気雰囲気セル雰囲気

必要焼結操作

マイクロ波加熱直接脱硝法転換操作

形状管理／質量管理／本数・体数
管理

臨界管理方式

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守 ・補修

運転・保守補修方式

H 2ガス還元O/M 調整操作

ステアリン酸亜鉛使用試薬等

室温～ 1700 ℃操作温度

82%燃料スミア密度

酸化物中空ペレット中間製品

硝酸水溶液
（Pu 富化度・ MA 含有率調整済）

受入原料

簡素化ペレット法

・

2

（
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③ 燃料製造

ⅰ．簡素化ペレット法（MOX 燃料）

簡素化ペレット法燃料製造のプラント概念図を図４－１１に、実用プ

ラント概念の基本仕様を表４－８に示す。

(a)プロセスシステムの特徴

簡素化ペレット法は、「常陽」及び「もんじゅ」の燃料製造技術とし

て実績があるペレット法をベースとしている。プルトニウム富化度調

整を硝酸溶液段階で行うことにより、従来のペレット製造工程と比べ

プルトニウム富化度調整のための粉末混合工程を大幅に削減している。

これにより、経済性向上が期待されるととともに、粉末飛散抑制に伴

いプルトニウムの工程内滞留量低減が図られ計量管理の合理化が期待

されている。ペレットの成型工程において、金型の内面に潤滑剤を直

接塗布するダイ潤滑成型法を導入することにより、粉末への潤滑剤の

添加・混合が不要となり、脱ガス工程も不要となるため、成型焼結工

程が簡素化されている。

燃料製造システムでは、低除染マイナーアクチニド含有燃料を取扱

うため、遮蔽セル内での運転に適した設備とする必要があるとされて

いる。このため、運転信頼性、遠隔保守補修性及び量産性に優れるタ

ーンテーブル方式の脱硝・転換・造粒設備を導入している。また、燃

料ペレットの酸素対金属比率（O/M 比）調整のための工程を焼結工程

の後に付加している。

(b) これまで実施された要素技術開発

硝酸溶液混合によるプルトニウム富化度調整についてはモックアッ

プ装置を用いた試験、マイクロ波直接脱硝についてはビーカースケー

ルでの MOX 試験を実施し、随伴する核分裂生成物（FP）の影響など

の検討が必要ではあるものの、プロセスの成立性が概略確認されてい

る。

粉末流動性については、造粒処理工程において顆粒調整技術を採用

し流動性を向上する試験が行われ、平均粒径 700 ～ 1000 μ m の MOX



微粉末の発生が少なく、遠
隔製造に適合するゲル化に
よる燃料粒子製造

ゲル化

焼結・充填

集合体組立

低除染・MAリサイクルを可
能にするセル内燃料製造

先進湿式法
再処理

図４－１２ 振動充填法/湿式法再処理対応（スフェアパック法）
燃料製造の概念図



表４－９ 振動充填法/湿式法再処理対応（スフェアパック法）燃
料製造の基本仕様

200tHM/y年間処理能力

不要Pu富化度／MA添加率調
整操作

0.14wt%製品へのFP混入率

空気雰囲気セル雰囲気

必要焼結操作

外部ゲル化法＋焙焼転換操作

形状管理（水溶液系は全濃度安全形
状寸法）／本数・体数管理

臨界管理方式

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守・補修

運転・保守補修方式

H2ガス還元O/M調整操作

ポリビニルアルコール
テトラヒドロフルフリルアルコール
イソプロピルアルコール
アンモニア水溶液

使用試薬等

室温～1700℃操作温度

80%燃料スミア密度

硝酸水溶液
（Pu富化度・MA含有率調整済）

受入原料

振動充填（スフェアパック）
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粉末が得られること、金型への充填性が良好であることを確認されて

いる。

ダイ潤滑成型に関しては、成型特性の確認、MOX ペレットの試作

などを実施するとともに、コールド雰囲気において機器開発及び模擬

粉末によるペレット試作を行い、噴霧方法の最適化や遠隔保守への対

応策の検討などが進められている。更に、小規模での焼結試験の結果、

欠け・割れ・有意なプルトニウムスポットのない理論密度 95%以上の

ペレットの製造が可能なことが確認されている。また、ホットセル内

での遠隔操作で、照射用 MA 含有 MOX ペレットの製造を行い、ホッ

トセル内遠隔製造の見通しが得られている。

ⅱ．振動充填法/湿式法再処理対応（スフェアパック法）（MOX 燃料）

振動充填法/湿式法再処理対応（スフェアパック法）燃料製造のプラン

ト概念図を図４－１２に、実用プラント概念の基本仕様を表４－９に示

す。

(a)プロセスシステムの特徴

先進湿式法に適合する振動充填燃料製造では、ゲル化法により大小

２種類の球形燃料粒子を製造し、重量比３：１で被覆管内に充填する

としている。ゲル化法ではプルトニウム富化度調整済みのウラン／超

ウラン元素硝酸溶液をアンモニア水中に滴下し、重ウラン酸アンモニ

ウム及び水酸化プルトニウムのゲル球とした後、洗浄・乾燥・ばい焼

・還元により二酸化物粒子としている。工程上で微粉末発生が少ない

ため厳重な工程内滞留対応を要せず、また、ペレット法と比較して簡

素な工程となっていること、燃料の取扱いが比較的単純な振動充填装

置など遠隔自動化に適した機器を前提とすることから、低除染 TRU 燃

料製造技術への適合性が高いとされている。

(b) これまで実施された要素技術開発

ウランや模擬 FP 元素を添加した粒子製造試験やネプツニウム含有

MOX 燃料粒子の製造によりゲル化技術の成立性が確認されている。

粒子充填技術については、大小２種類の粒径の模擬粒子（ガラス及び

ハフニア）を用いた充填試験を行うとともに、ネプツニウム－ MOX



酸化物電解法
再処理

低除染・MAリサイクルを可
能にするセル内燃料製造

集合体組立

充填・検査・ピン組立

分級

少ない工程・機器で
構成される燃料製造
システム

図４－１３ 振動充填法/酸化物電解法再処理対応（バイパック法）
燃料製造の概念図



表４－１０ 振動充填法/酸化物電解法再処理対応（バイパック法）燃

料製造の基本仕様

50tHM/y年間処理能力

混合調整Pu富化度／MA添加率調
整操作

1.4wt%製品へのFP混入率

空気雰囲気セル雰囲気

不要焼結操作

不要転換操作

質量管理／本数・体数管理臨界管理方式

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守・補修

運転・保守補修方式

酸素ゲッターの添加O/M調整操作

ウラン金属微粒子使用試薬等

室温操作温度

82%燃料スミア密度

不規則形状酸化物粒子
（粒径に応じて５分級）

中間製品

酸化物粉体
（Pu富化度・MA含有率未調整）

受入原料

振動充填（バイパック）
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スフェアパック燃料を製造しオランダの高中性子束炉「HFR」での照

射試験に供している。これらにより、スミア密度 80%程度の充填密度

が達成可能であること、軸方向密度の偏差が許容できるレベルである

ことが確認されている。

ⅲ．振動充填法/酸化物電解法再処理対応(バイパック法)（MOX 燃料）

振動充填法/酸化物電解法再処理対応(バイパック法)燃料製造のプラン

ト概念図を図４－１３に、実用プラント概念の基本仕様を表４－１０に

示す。

(a) プロセスシステムの特徴

酸化物電解法に適合する振動充填燃料製造では、電気分解で回収さ

れる理論密度に近い酸化ウラン析出物及び MOX 析出物を粉砕して顆

粒状とし、これらを数種類の大きさに分級した後、混合して加振しな

がら被覆管内に充填している。酸化物電解法によって得られる燃料顆

粒の O/M 比は２となる。照射中の燃料被覆管内面の腐食を防止するた

めに燃料中の O/M 比を２未満とする必要があるため、金属ウラン粒子

を酸素吸収剤として添加している。

(b) これまで実施された要素技術開発

使用済燃料から回収した顆粒状の酸化プルトニウムを用いて、バイ

パック燃料製造試験及びその燃料の照射試験を実施し、被覆管内面腐

食や燃料/被覆管の機械的相互作用に関して、ペレット燃料と同等の性

能が期待できることが確認されている。プルトニウム富化度の軸方向

のばらつきについては、ロシアの高除染 MOX 燃料製造実績から制限

値以内にできる見通しが得られている。低除染燃料のプルトニウム富

化度分布測定法については、高放射線下で適用可能な新たな測定法の

開発が必要とされている。

ⅳ．射出鋳造法（金属燃料）

射出鋳造法燃料製造のプラント概念図を図４－１４に、実用プラント

概念の基本仕様を表４－１１に示す。



低除染・MAリサイクルを可
能にするセル内燃料製造

U・TRU回収率確保のため、
溶融るつぼやモールド等に
付着するドロス（酸化物）を
回収

廃棄物量削減のため、射出
鋳造で使用した石英製鋳型
を固化体（ガラス結合ソーダ
ライト）原料として再利用

ピン組立・Naﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ・
集合体組立

脱モールド・
成型・検査

射出鋳造

金属電解法
再処理

図４－１４ 射出鋳造法燃料製造の概念図



表４－１１ 射出鋳造法燃料製造の基本仕様

質量管理／本数・体数管理臨界管理方式

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守・補修

運転・保守補修方式

Ar雰囲気セル雰囲気

～1400℃操作温度

Zr
Na（ボンド材）

使用試薬等

射出鋳造工程時に混合調整Pu富化度／MA添加
率調整操作

不要転換操作

0.3wt%製品へのFP混入率

50tHM/y年間処理能力

70／75％
（内側燃料／外側燃料）

燃料スミア密度

U-TRU-Zr合金スラグ中間製品

U-TRU-Zr合金インゴット
（Pu富化度・MA含有率未調整）

受入原料

射出鋳造法
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(a) プロセスシステムの特徴

射出鋳造法による燃料製造法は、米国で開発され、高速実験炉「EBR-
Ⅱ」のドライバー燃料製造に用いられた技術である。射出鋳造装置内

のアルゴンガス中で燃料合金を溶解し、真空引きの後、上端を閉じた

石英製のパイプ状の鋳型を溶融合金に浸漬し、再び、装置内にアルゴ

ンガスを導入することで、鋳型内部との差圧により溶融燃料合金を鋳

型内に射出している。簡素な工程、装置小型化、遠隔操作への適合性

の高さなどが特徴である。なお、使用済石英製鋳型は再処理廃棄物を

処理する際の原料として利用することとしている。

(b) これまで実施された要素技術開発

ウラン－ジルコニウム合金の射出鋳造試験が電力中央研究所により

工学規模（1 バッチ約 20g）で実施され、燃料スラグの寸法精度など統

計データが蓄積されている。日本原子力研究開発機構と電力中央研究

所の共同研究により「常陽」での照射試験に向けたウラン－プルトニ

ウム－ジルコニウム合金の射出鋳造試験が進められている。また、石

英鋳型の廃棄物固化体原料としての利用などについて技術的成立性を

確認するための小規模試験が進められている。

ⅴ．被覆粒子燃料製造（窒化物燃料）

被覆粒子燃料製造のプラント概念図を図４－１５に、実用プラント概

念の基本仕様を表４－１２に示す。

(a) プロセスシステムの特徴

ヘリウムガス冷却炉で用いる被覆粒子燃料の燃料核の製造にはゲル

化法を採用している。原料硝酸溶液に予め炭素粉末を添加し、炭素を

含む MOX 粒子を窒素（N15）ガス流雰囲気下で転換し窒化物粒子を

得ている。粒子燃料の被覆には TiN を化学蒸着により生成させている。

なお、窒化物燃料の場合には、長半減期放射性核種である炭素（C14）
の生成を抑制するため、通常の大気中での存在率が 0.37%以下の窒素

同位体 N15 を 99.9%程度まで濃縮して用いる必要がある。

(b) これまで実施された要素技術開発

窒化物燃料の燃料核の製造には、酸化物燃料スフェアパック燃料製



先進湿式法
再処理

Pu富化度調整

ゲル化・熟成

洗浄・乾燥

焙焼・還元

窒化（炭素熱還元）

燃料体成型・検査

六角ブロック型燃料体

15Ｎ供給

TiN被覆 15Ｎ供給

C添加

焼結

図４－１５ 被覆粒子燃料製造の概念図



表４－１２ 被覆粒子燃料製造の基本仕様

振動充填＋反応焼結法六角ブロック集合体成型

200tHM/y年間処理能力

熱化学気相蒸着法被覆操作

0.14wt%製品へのFP混入率

Ar雰囲気＋空気雰囲気セル雰囲気

外部ゲル化法＋焙焼
＋炭素熱還元

転換操作

形状管理（水溶液系は全濃度安全
形状寸法）／本数・体数管理

臨界管理方式

バッチ式
自動運転（機械式移送）
遠隔保守補修

運転・保守補修方式

不要Pu富化度／MA添加率調
整操作

ポリビニルアルコール
テトラヒドロフルフリルアルコール
イソプロピルアルコール
アンモニア水溶液
炭素粉末
四塩化チタン

使用試薬等

室温～1700℃操作温度

－燃料スミア密度

TiN被覆球状窒化物粒子
（0.86mφ）

中間製品

硝酸水溶液
（Pu富化度・MA含有率調整済）

受入原料

窒化物被覆粒子燃料
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造と同じ技術を用い、知見を共有することができる。窒化物燃料に共

通する N15 濃縮技術については、経済性の向上が期待できる圧力スイ

ング法(PSA)等に関する試験が実施され、分離性能などのデータが得

られつつある。



炉 / 燃料サイクルの技術総括
・設計要求への適合可能性
・技術的実現性（国際的な開発環境を含む）

(1) 主として開発を進めていく概念

(2)  補完的に開発を進めていく選択肢
・ 選択肢に多様性を持たせるため

多面的評価に必要なデータ

設計研究・要素試験研究

開発目標、設計要求

○革新的な高速増殖炉
サイクルシステム

概念を創出
○システムを構成する

要素技術を開発

重点化の方針

多面的評価

目標への適合度
を分析・数値化し
定量評価

高速増殖炉サイクル全体の技術総括
・開発目標への適合可能性
・技術的実現性（国際的な開発環境を含む） 総合的な目標適合度の最も高い概念、

各候補概念の適合度に関するデータ

図４－１６ フェーズⅡにおける検討の流れ



表４－１３ 各高速増殖炉候補概念の設計要求への適合可能性

250 年程度－70 年程度－110 年程度－60 年程度
高速増殖炉に全てリプレース

するために必要となる期間

建設単価 (20万円/kWe以下)

熱効率/所内負荷率

出口温度

稼働率 （計算値） (90%以上)

連続運転期間 (18ヶ月以上 )

燃

焼

度

環

境

負

荷

低

減

経済性重視 資源重視 経済性重視資源重視

18ヶ月

12.8万MWd/t

15.5万MWd/t

5.9t/GWe

1.04

18ヶ月

8.9万MWd/t

12.3万MWd/t

7.0t/GWe

1.03

未検討
炉心部及び径ブランケット領域に装荷することで、

自己生成分のLLFP(I-129とTc-99)を核変換できる可能性あり
ＦＰ核変換

低除染条件でMA含有率
4%程度まで受入可能

低除染条件（FP含有率0.2vol%）で、

軽水炉使用済み燃料条件の MA含有率5％程度まで受入可能
ＭＡ燃焼

11t/GWe程度5.9t/GWe7.0t/GWe5.8(5.1)t/GWe5.7(4.9)t/GWe
初装荷炉心に必要と

なる核分裂性物質量

1.051.101.111.03(1.03)1.10(1.11)増殖比 (1.0～1.2程度) 資

源

有

効

利

用

吸収体設置などによる

再臨界回避の可能性

燃料浮遊による

再臨界回避の可能性

炉心加熱昇圧に伴う燃料

流出とコアキャッチャによる

再臨界回避の可能性

受動的安全機構及び

再臨界回避方策について

炉外・炉内試験実施中

安全性

93%程度93%程度92%程度95(94)%程度95(94)%程度

287℃445℃850℃550℃

資源重視 経済性重視

26(22)ヶ月

11.5(15.3) 万

MWd/t

15.0(15.3) 万

MWd/t

35% / 3%38% / 3%47% / 3%42.5% / 4%

熱効率

向上

相対値：100％程度

18ヶ月

4.5 万MWd/t

8.8 万MWd/t

水炉

(1,356MWe)

酸化物燃料

全体平均 (6万MWd/ t以

上)

炉心平均 (15万MWd/t以

上)

10.5万MWd/t6.9万MWd/t9.0(13.4) 万MWd/t

相対値：100％程度

18ヶ月

15.4万MWd/t

Pb-Bi炉(750MWe)

窒化物燃料

相対値：100％程度

18ヶ月

12.1万MWd/t

He炉(1,500MWe)

窒化物燃料

相対値：90％程度
資本費

削減

経

済

性

設計要求

ナトリウム炉（1,500MWe）

酸化物燃料（金属燃料）

26(22)ヶ月稼働率

向上

14.7(14.9) 万MWd/t
燃料費

削減

250 年程度－70 年程度－110 年程度－60 年程度
高速増殖炉に全てリプレース

するために必要となる期間

建設単価 (20万円/kWe以下)

熱効率/所内負荷率

出口温度

稼働率 （計算値） (90%以上)

連続運転期間 (18ヶ月以上 )

燃

焼

度

環

境

負

荷

低

減

資源重視 経済性重視

18ヶ月

12.8万MWd/t

15.5万MWd/t

5.9t/GWe

1.04

18ヶ月

8.9万MWd/t

12.3万MWd/t

7.0t/GWe

1.03

未検討
炉心部及び径ブランケット領域に装荷することで、

自己生成分のLLFP(I-129とTc-99)を核変換できる可能性あり
ＦＰ核変換

低除染条件でMA含有率
4%程度まで受入可能

低除染条件（FP含有率0.2vol%）で、

軽水炉使用済み燃料条件の MA含有率5％程度まで受入可能
ＭＡ燃焼

11t/GWe程度5.9t/GWe7.0t/GWe5.8(5.1)t/GWe5.7(4.9)t/GWe
初装荷炉心に必要と

なる核分裂性物質量

1.051.101.111.03(1.03)1.10(1.11)増殖比 (1.0～1.2程度) 資

源

有

効

利

用

吸収体設置などによる

再臨界回避の可能性

燃料浮遊による

再臨界回避の可能性

炉心加熱昇圧に伴う燃料

流出とコアキャッチャによる

再臨界回避の可能性

受動的安全機構及び

再臨界回避方策について

炉外・炉内試験実施中

安全性

93%程度93%程度92%程度95(94)%程度95(94)%程度

287℃445℃850℃550℃

26(22)ヶ月

11.5(15.3) 万

MWd/t

15.0(15.3) 万

MWd/t

35% / 3%38% / 3%47% / 3%42.5% / 4%

熱効率

向上

相対値：100％程度

18ヶ月

4.5 万MWd/t

8.8 万MWd/t

水炉

(1,356MWe)

全体平均 (6万MWd/ t以

上)

炉心平均 (15万MWd/t以

上)

10.5万MWd/t6.9万MWd/t9.0(13.4) 万MWd/t

相対値：100％程度

18ヶ月

15.4万MWd/t

Pb-Bi炉(750MWe)

相対値：100％程度

18ヶ月

12.1万MWd/t

He炉(1,500MWe)

相対値：90％程度
資本費

削減

経

済

性

設計要求

ナトリウム炉（1,500MWe）

26(22)ヶ月稼働率

向上

14.7(14.9) 万MWd/t
燃料費

削減

* 稼働率（設計値） =100×連続運転期間／（連続運転期間＋計画停止期間）
資源重視：倍増時間を短縮し、より効率的に Puを増殖させる炉心仕様

経済性重視：平均燃焼度向上により燃料サイクルコスト低減を図った炉心仕様



- 36 -

（３）様々な候補概念の比較検討

高速増殖炉システム及び燃料サイクルシステムの様々な候補概念に

ついて、「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズⅡ最終報

告書」に述べられている開発目標への適合性と技術的実現性の妥当性

について検討を行った。なお、高速増殖炉システム概念と燃料サイク

ルシステム概念を組み合わせた総合的なシステムとしての比較は次節

において述べる。

① 比較検討の方法

開発目標への適合性については、高速増殖炉システム及び燃料サイ

クルシステムの様々な候補概念が有するポテンシャルを評価する観点

から、技術的難易度が高く現時点では技術的実現性に課題を有してい

る革新的な技術が期待通り成立すると仮定し、開発目標ごとに設定し

ている設計要求への適合可能性を評価している。技術的実現性につい

ては、これまで実施された要素技術開発の結果、概念検討において摘

出された課題の多さや難易度、革新的な技術が万一成立しない場合の

代替技術の有無、今後の国際協力による効率的な研究開発の可能性な

どを考慮し、技術的な判断を行っている。これら設計要求への適合性

と技術的実現性を踏まえ、各候補概念を技術総括し、比較検討を行っ

ている（図４－１６参照）。このような比較検討の方法は妥当と考える。

② 高速増殖炉候補概念の比較検討

ⅰ．開発目標適合性

高速増殖炉の候補概念に関し、設計要求への適合性の評価結果は表

４－１３ に示すものとなっている。これによると、ナトリウム冷却炉

がすべての設計要求に対して高いレベルで適合する可能性があり、金

属燃料を採用した場合には更なる炉心性能向上が期待できと考えられ

る。ヘリウムガス冷却炉は全ての設計要求に対して適合する可能性が

あるとともに、高温熱源としての利用可能性に魅力を有するが、初装

荷炉心に必要となる核分裂性物質量がナトリウム冷却炉などと比べて

多いため、軽水炉から高速増殖炉に全てリプレースされるまでに必要



図４－１７ 各高速増殖炉候補概念の技術的実現性

実現可能性（難易度：ハードルの高さ）の分類
低：「開発見通しがあり、不確かさが少ない革新技術」
中：「現状知見に乏しく、開発に不確かさがある革新技術」
高：「基礎知見に乏しい燃料・材料関連の革新技術であり、不確

かさが最も大きく、かつ研究開発に時間がかかる技術」

・被覆管

・ODS鋼被覆管

・保守・補修技術
・蒸気発生器
・冷却材ポンプ

・高クロム鋼
・３次元免震
・安全技術:受動的安全機構

・防食技術及び耐食性材料
・窒化物燃料
・安全技術炉心損傷時の受動的核反応停止機構

・３次元免震
・耐高温材料
安全技術:格納施設
安全技術:自然循環による崩壊熱除去

・ガスタービン
・安全技術:炉心損傷時の受動的核反応

停止機構
・安全技術:受動的安全機構

10年後実用化戦略調査研究
フェーズⅡ終了

ナトリウム
冷却炉

水冷却炉

鉛ビスマス
冷却炉

ヘリウムガス
冷却炉

●高クロム鋼採用による配管短縮

●ポンプ組込型中間熱交換器

・保守・補修技術
:

・安全技術炉心損傷時の受動的核反応停止機構

●ＯＤＳ鋼被覆管

●高信頼性蒸気発生器

・窒化物被覆粒子燃料

・六角ブロック型燃料集合体

・安全技術:炉心損傷時の受動的核反応停止機構

・高稠密格子炉心の冷却性

・燃料集合体の機械的成立性
・運転制御性

でマークした課題：国際協力が期待される項目
●：代替概念がある技術
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となる期間が 110 年程度と考えられる。鉛ビスマス冷却炉は全ての設

計要求に対して適合する可能性があるが、水冷却炉は資源有効利用性

および環境負荷低減性に制約があると考えられる。

ⅱ．技術的実現性

高速増殖炉の候補概念に関し、技術的実現性の評価結果は図４－１

７ に示すものとなっている。これによると、ナトリウム冷却炉は、課

題が明確であり、その難易度は相対的に低く、万一革新的な技術が成

立しないことが明らかになった場合に既存技術に基づく代替技術を準

備することができることから、高い確度で実現性を見通すことが可能

であると考えられる。ヘリウムガス冷却炉の実現性を見通すためには、

特に窒化物燃料にかかわる課題を解決することが必要であり、国際協

力などによりこれらの課題が解決されれば技術的実現性を向上できる

と考えられる。鉛ビスマス冷却炉の実現性を見通すためには、特に防

食・耐食技術、窒化物燃料、炉心損傷時の受動的核反応停止機構にか

かわる課題を解決することが必要であり、国際協力などによりこれら

の課題が解決されれば技術的実現性を向上できると考えられる。水冷

却炉は実現性を見通すための課題が炉心燃料にかかわる関連に限定で

きると考えられる。



図４－１８ 比較評価対象としたタンク型炉概念



ループ型炉 タンク型炉 備考

ＮＳＳＳ物量 約2628t 約2770t
原子炉１基
当たり

原子炉建屋容積 約24万m3 約26万m3
ツインプラ
ント当たり

特有の課題
ＩＨＸ－１次ポンプ合体
機器伝熱管の耐摩耗性確
保

湾曲長円形ＩＨＸの構造
健全性確保

構造
健全性

製作
建設性

建設費：設計要求（20万円/kWe以下）
 を満足できる見通し
その他：建設工期、定検期間、稼働率等
 の設計要求を満足

下記の設計要求事項を満足できる見通し
 ①受動的炉停止能力の付与
 ②全交流電源喪失への対応
 ③再臨界回避
 ④炉心損傷発生頻度の低減
 （＜10-6/ry）

下記を前提に設計、構造健全性確保は可能な見通し
①使用材料　  ：炉構造 316FR ／冷却系 12Cr系鋼
②構造設計基準：新構造設計基準の考え方（非弾性
 解析の採用、許容値の合理化等）
 を一部先取り
③耐震性確保　：３次元免震技術を採用

製作建設性の
見通し

機器・配管が大型化するが、製作可能な範囲

構造健全性確保
の見通し

安全性
設計要求の

充足度

再臨界回避
方策の有効
性の実証が
課題

項目

経済性

設計要求の
充足度

＊：定期的に実施するものだけでなく、要求に応じて実施する検査を含む

表４－１４ タンク型炉とループ型炉の
性能比較

表４－１５ タンク型炉とループ型炉の
保守・補修性の比較

機　器 検査部位＊ 検査方法＊ ループ型炉とタンク型炉の比較
ループ型炉
の優位性

1次系配管
溶接線

高応力部位
目視検査、体積検査

（外部からの検査可能）

　・　ループ型炉は配管がナトリウムバウンダリで
　　　あり、検査が必要。
 ・　 タンク型炉は配管が無い。

×

原子炉容器 ○
溶接線

 高応力部位
目視検査、体積検査

（外部からの検査可能）

　・　ループ型炉の原子炉容器直径は10ｍ程度
　・　タンク型の原子炉容器直径は14～17ｍ程度
　・　原子炉容器径の相違により溶接線長はループ
　　  型炉の方が短い。

炉心支持構造
　・　両炉型ともISI用のマンホールを配置し、アクセ
　　　スルートを確保すれば検査性は確保可能。

－

○

溶接線
 構造不連続部

 目視検査
 ナトリウム中可視化
 技術が必要

原子炉容器内
隔壁構造

溶接線
 構造不連続部

　 目視検査
 ナトリウム中可視化
 技術が必要

　・　ループ型では、対象機器が炉心槽、炉心支持
　　　スカートに限定され、かつ炉心支持構造と兼用
　　　した構造のため検査が比較的容易。
　・　タンク型炉ではポンプや中間熱交換器周囲の
　　 スタンドパイプも隔壁構造であり、形状が複雑
　　 でありかつ対象部位が大きい。

中間熱交換器
バウンダリベ
ローズなど

目視検査 ○

　・　ループ型ではポンプを引抜きアクセスルートを
　　 確保した上、ナトリウムをドレンしてインプレース
 で検査・補修が可能。
　・　タンク型炉ではナトリウムドレンできないため
　　 中間熱交換器の引抜が必要となり、伝熱管検
　　 査のための工数が多い 。

1次ポンプ インペラなど
　・　検査や補修が必要な場合、両者とも引抜洗浄
　　 が必要であり、両者で差はない

－
目視検査

（引抜洗浄が必要）
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（参考トピックス）

ナトリウム冷却高速増殖炉のループ型とタンク型の比較

「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズⅡ最終報告書」

にはタンク型炉の記載がない。しかし、現在の知見において改めてル

ープ型とタンク型を比較することは重要であると考える。

「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズⅡ最終報告書」

で示されているナトリウム冷却高速増殖炉のシステム概念はループ型

炉である。これと比較検討したタンク型炉のシステム概念を図４－１

８に示す。原子炉容器の大幅な小径化を狙い、革新的な技術として、

原子炉容器内の機器配置密度を向上可能とするキドニー型断面形状の

中間熱交換器（IHX）、２次主循環電磁ポンプ等を採用している。

経済性、安全性、構造健全性、製作建設性について比較した結果を

表４－１４に、保守・補修性について比較した結果を表４－１５に示

す。これらの結果から、経済性、安全性、構造健全性、製作建設性に

ついては概ね同等であると見込まれるものの、保守・補修性、２次冷

却系を簡素化したシステム概念への将来の発展性の点でループ型炉が

優れたポテンシャルを有していると考えられる。

但し、これまでに開発された世界の高速増殖炉をみると、仏国の原

型炉「Phenix」、実証炉「Super-Phenix」、ロシアの原型炉「BN-600」な

どはタンク型である。一方、ループ型は我が国の実験炉「常陽」、米国

の実験炉「FFTF」など小規模なものが多く、また、原型炉「もんじゅ」

はナトリウム漏れ事故後改造工事中であるなど、運転実績が少ない。

実用化に向けては、技術的なポテンシャルとともに運転実績により培

われる経験が重要である。我が国としては、ループ型の優れたポテン

シャルを具現化するために研究開発を行い、原型炉「もんじゅ」の運

転再開後に経験を積み重ねると同時に、現在、ロシア、中国、インド

等で建設中または計画されている高速増殖炉はタンク型であることを

踏まえ、海外におけるタンク型の運転経験や今後の動向に留意する必

要がある。また、今後の評価において、タンク型の運転経験や今後の

動向について改めて確認する必要があると考えられる。
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表４－１６ 各燃料サイクルシステム候補概念の設計要求への適合可能性



実現可能性（難易度：ハードルの高さ）の分類
低：「開発見通しがあり、不確かさが少ない革新技術」
中：「現状知見に乏しく、開発に不確かさがある革新技術」
高：「基礎知見に乏しい燃料・材料関連の革新技術であり、不確かさ

が最も大きく、かつ研究開発に時間がかかる技術」

図４－１９ 各燃料サイクルシステム候補概念の技術的実現性

10年後

・MA回収

・安全設計手法の整備
・ﾘﾝ酸ｶﾞﾗｽ固化の適用性
・燃料検査技術

・保障措置技術
・MA回収技術の成立性
・材料腐食対策

・遠隔保守補修技術

・晶析装置 ・遠隔保守補修技術 ・抽出クロマト装置

・遠心抽出器

先進湿式法+
簡素化ペレット法

・MA回収 ・遠心抽出器

・晶析・洗浄装置
・抽出クロマト装置

・遠隔保守補修技術
・燃料検査技術

先進湿式法+
振動充填法

・MA回収 ・遠心抽出器

・晶析・洗浄装置
・抽出クロマト装置

・遠隔保守補修技術
・燃料検査技術

酸化物電解法+
振動充填法

・MOX共析の電流効率向上
・UおよびTRU回収率

・安全設計手法の整備 ・保障措置技術 ・遠隔保守補修技術

米国との技術協力を前提

金属電解法+
射出鋳造法

・使用済燃料を用いたプロセス確認
・主要工程機器の開発
・高レベル廃棄物固化体発生量の削減

・使用済燃料を用いたプロセス確認
・主要工程機器の開発
・高レベル廃棄物固化体発生量の削減

・安全設計手法の整備 ・保障措置技術 ・遠隔保守補修技術

米国との技術協力を前提

実用化戦略調査研究
フェーズⅡ終了
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③燃料サイクル候補概念の比較検討

ⅰ．開発目標適合性

燃料サイクルの候補概念に関し、設計要求への適合性の評価結果は

表４－１６に示すものとなっている。これによると、先進湿式法再処

理と簡素化ペレット法燃料製造の組み合わせがすべての設計要求に対

して高いレベルで適合する可能性があり、スケールアップ効果により

大規模施設の場合の経済性は最も高くなる可能性があると考えられる。

金属電解法再処理と射出鋳造法燃料製造の組み合わせは全ての設計要

求に対して適合する可能性があり、中型施設の場合の経済性は最も高

くなる可能性があると考えられる。但し、他の候補概念に比べ高レベ

ル放射性廃棄物発生量（体積）が大きくなる可能性があるため、今後、

最終処分場概念との整合性をも踏まえて評価を行う必要がある。先進

湿式法再処理と振動充填法燃料製造（スフェアパック）の組み合わせ

は全ての設計要求に適合する可能性があるが、先進湿式法と簡素化ペ

レット法に比べて、経済性が劣ると考えられる。酸化物電解法再処理

と振動充填法燃料製造（バイパック）の組み合わせは全ての設計要求

に適合する可能性があり、中型施設の場合の経済性は先進湿式法と簡

素化ペレット法の組み合わせを上回る可能性があると考えられる。但

し、ホット試験によるマイナーアクチニド回収率の確認が必要である。

ⅱ．技術的実現性

燃料サイクルの候補概念に関し、技術的実現性の評価結果は図４－

１９に示すものとなっている。これによると、先進湿式法再処理と簡

素化ペレット法の組み合わせは、燃料製造設備の遠隔での保守補修性

等に課題はあるが、他の候補概念と比較して既存技術の延長線上にあ

る技術が多いことから、高い確度で実現性を見通すことが可能である

と考えられる。特に先進湿式法については、軽水炉燃料再処理で培わ

れた知見を活用することができる。また仏国ではホット試験が行える

工学規模施設において研究開発が行われており、国際協力を期待する

ことが可能である。金属電解法と射出鋳造法の組み合わせは、米国で

の研究開発実績などを踏まえれば主要プロセスの成立性はほぼ確認さ

れており、実現性を見通すことが可能と考えられる。但し、高レベル
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放射性廃棄物発生量の削減、計量管理手法の課題を解決することが必

要であり、日本国内に研究開発を行える施設が少ないため、研究開発

に長期間を要すると考えられる。先進湿式法とスフェアパック燃料製

造の組み合わせは、ペレット法燃料製造に比べて技術的知見が少なく、

その実現性を見通すためには、燃料ピン品質検査技術、遠隔保守補修

技術などにかかわる課題を解決することが必要である。酸化物電解法

とバイパック燃料製造の組み合わせは、保障措置技術、マイナーアク

チニド回収技術の成立性、材料腐食対策などにかかわる課題を解決す

ることが必要であり、技術的課題が多く技術的ハードルも高いことか

ら、実用化のためには研究開発に長期間を要すると考えられる。



表４－１７ 選択された「主概念」と「補完概念」

射出鋳造法金属電解法ナトリウム冷却炉

（金属燃料）

補完概念

簡素化ペレット法先進湿式法ナトリウム冷却炉

（MOX燃料）

主概念

燃料製造再処理原子炉

主概念：現在の知見で実用施設として実現性が最も高いと考えられるシステム概念であり、今後研究開発を特に進めるべきもの
補完概念：実用施設として実現性が認められるが、政策的な視点や技術的な視点から比較的には不確実性がある概念



設計要求への適合可能性
建設コストは目標 (20 万円 / kWe) の 90 % 程度に低減できる可能性がある［経済性］。
酸化物燃料を用いた場合、増殖比1.1を確保しつつ［資源有効利用性］、ブランケットを含めた平均
燃焼度9万MWd/t（設計要求：6万MWd/t）と連続運転期間26ヶ月（設計要求：18ヶ月）［経済性］の

炉心性能を確保できる可能性がある。
燃料中の全重金属の5％程度までMAを含んだ低除染TRU燃料を受入れ可能で、炉心に装荷した
MAの約45％を燃焼可能［環境負荷低減性］ 。
高速増殖炉に全てリプレースするために必要となる期間は、60 年程度［資源有効利用性］。
金属燃料を採用することで、さらに炉心性能に優れた概念*を構築できる可能性がある［環境負荷

低減性、資源有効利用性］。
ナトリウム漏えい、ナトリウム水反応に対して冷却材バウンダリを二重化する等の設計対応と保守・
補修性を考慮したプラント設計を採用［安全性、信頼性］。

技術的実現性

「常陽」、「もんじゅ」、実証炉などの豊富な開発経験を有し、概念成立性を左右する課題はない。ま
た開発課題が明確で、その解決方策を具体化できる。

ODS鋼など開発リスクの比較的高い課題に対して代替技術**がある。

Gen-IVで代表的な概念候補となっており、国際標準の概念へ発展していく可能性があり、その実

現に向けて国際的に開発分担できる可能性がある。

表４－１８ 高速増殖炉システム（ナトリウム冷却炉）

設計要求への適合可能性、技術的実現性
酸化物燃料で全ての設計要求に高いレベルで適合する可能性がある。金属燃料の採用により更
に適合可能性が向上。
開発課題が明確で、それらの技術的実現性が見通せる。開発リスクの高い課題には代替技術を
準備可能。
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（４）高速増殖炉サイクル候補概念の評価

高速増殖炉サイクルを実現するためには、高速増殖炉候補概念と燃

料サイクル候補概念とをそれぞれ評価するだけでは十分でなく、これ

らを組み合わせた高速増殖炉サイクル候補概念をシステム全体として

評価することが不可欠である。

また、高速増殖炉サイクルを評価し、現時点において想定される最

も可能性のある実用プラントの候補概念を選択するに当たっては「４．

(1) 選択に当たっての基本的な考え方」で述べたように、技術的な判

断の視点のみならず政策的な判断の視点を十分に踏まえる必要がある。

検討の結果、今後研究開発を特に進めるべき「主概念」としては、「ナ

トリウム冷却高速増殖炉（MOX 燃料）、先進湿式法再処理、簡素化ペ

レット法燃料製造」が適切であると判断する。また、「補完概念」とし

ては、「ナトリウム冷却高速増殖炉（金属燃料）、金属電解法再処理、

射出鋳造法燃料製造」が適切であると判断する（表４－１７参照）。

「主概念」の高速増殖炉システムは、技術の質として高いレベルを

目指した、国際競争にも耐えうる概念である。一方、燃料サイクルシ

ステムについては、高いポテンシャルを有していると考えられるが、

現時点では実験室レベルでの成果に基づいたものであり、工学レベル

での研究開発を早急に行うとともに、類似の技術との比較検討を適宜

実施する必要がある。また、「補完概念」については、将来の社会状況

によっては「主概念」よりもその時点の社会環境に柔軟に適合する可

能性を有している。主概念と比較した場合に技術的実現性に不確実性

があるものの、国際協力を通じ、着実に研究開発が行われることを期

待する。

これらの判断は、政策的な判断の視点と技術的な判断の視点を総合

的に勘案したものであるが、判断にあたり特に考慮した事項は次のと

おりである。



設計要求への適合可能性
建設コストは目標 (20 万円 / kWe) を達成できる可能性がある［経済性］。
窒化物被覆粒子燃料により、増殖比1.1を確保しつつ［資源有効利用性］、ブランケットを含めた平均燃
焼度7万MWd/t（設計要求：6万MWd/t）と連続運転期間18ヶ月（設計要求：18ヶ月）［経済性］の炉心性

能を確保できる可能性がある。
MA含有量5％程度の低除染TRU燃料を受入れ可能で、炉心に装荷したMAの約40％を燃焼可能［環
境負荷低減性］ 。
高速増殖炉に全てリプレースするために必要となる期間は、110 年程度［資源有効利用性］。

高温熱源（850℃）としての特長から、多目的利用・高熱効率 (47 %) を達成できる可能性がある［資源有
効利用性］。

技術的実現性
技術的実現性を見通すためには、窒化物被覆粒子燃料及び六角ブロック型燃料集合体の基礎的課題
を解決する必要があるのに加え、システムを構築していくためには、ガスタービン、再臨界回避、受動的
安全機構などを開発する必要がある。
仏国を中心としたガス冷却実験炉の開発計画に対し、Gen-IV等国際協力の活用によって基礎的課題

をブレークスルーできる可能性がある。

表４－１９ 高速増殖炉システム（ヘリウムガス冷却炉）

●設計要求への適合可能性、技術的実現性
全ての設計要求に対して適合可能性がある。
窒化物被覆粒子燃料・燃料集合体の実現性を見通すためには、基礎的課題の解決が必要である。
国際協力により基礎的課題をブレークスルーできる可能性がある。



設計要求への適合可能性
建設コストは目標 (20 万円 / kWe) を達成できる可能性がある［経済性］。
酸化物燃料により、増殖比1.05程度［資源有効利用性］、ブランケットを含めた平均燃焼度4.5万
MWd/t（設計要求：6万MWd/t）、連続運転期間18ヶ月（設計要求：18ヶ月）［経済性］の炉心性能を

確保できる可能性がある。
但し、

・高速増殖炉に全てリプレースするまでに 250 年程度の期間が必要であり、
・MA含有率4％程度（他炉は5％程度）の低除染TRU燃料を受入れ可能で、炉心に装荷したMA

の約10％を燃焼可能と、

他炉と比較して、資源有効利用性に制約があり、環境負荷低減性がやや低い。

技術的実現性
開発課題が炉心燃料部分に限定され、実現性を見通すための課題が明確。
高速中性子場および水環境場で利用可能な被覆管材料の開発や炉心損傷時の影響緩和対策に
関する試験研究、許認可のためのデータ取得が必要。
Gen-IV概念に選定されておらず、現状では基盤的な研究協力内容に限定される。

●設計要求への適合可能性、技術的実現性
資源有効利用性に制約があり、環境負荷低減性がやや低い。
燃料被覆管材料の開発や炉心損傷時の影響緩和策の検討が必要。

表４－２０ 高速増殖炉システム（水冷却炉）
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① ヘリウム冷却高速増殖炉と水冷却高速増殖炉

ヘリウム冷却高速増殖炉及び水冷却高速増殖炉は、現在の軽水炉を

全てリプレースするために必要となる期間として、それぞれ 110 年程

度及び 250 年程度を要するとされている。これは、原子炉の運転当初

に必要となるプルトニウム量が多いためで、新たに運転開始する原子

炉に提供できるプルトニウム量を確保するために長期間を要すること

を意味している。また、「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フ

ェーズⅡ最終報告書」に示されているヘリウム冷却高速増殖炉の場合、

ウランからプルトニウムへの変換効率（炉心の内部転換比）がナトリ

ウム冷却高速増殖炉より劣り、増殖性能は 1.11 程度となっている。水

冷却高速増殖炉の場合には、水を冷却材に用いていることから本質的

に炉心の内部転換比がナトリウム冷却高速増殖炉より劣り、増殖比が

1.05 程度となっている。（表４－１８～表４－２０参照）

軽水炉のプラント寿命が 60 年とされていることを踏まえると、これ

らのタイプの高速増殖炉が全ての軽水炉に置き換わるためには、軽水

炉をおよそ２世代あるいは４世代にわたり継続して建設する必要性が

生じる。その間に軽水炉が必要とするウランの需給を考慮すると、こ

れらのタイプの高速増殖炉は、導入する社会的な意味あいが薄いと判

断され、ナトリウム冷却高速増殖炉を優先することが適切であると考

えられる。

② 鉛ビスマス冷却高速増殖炉

鉛ビスマス冷却高速増殖炉が現在の軽水炉を全てリプレースするた

めに必要となる期間は 70 年程度とされており、ナトリウム冷却高速増

殖炉と同程度である。しかし、ナトリウム冷却高速増殖炉と比較した

場合、材料防食技術や窒化物燃料など実用化に向けて概念成立性を左

右する基礎的な研究開発課題が多く残されている。国際的に見ても、

GIF において鉛ビスマス冷却高速増殖炉の研究開発を主導する国が現

時点ではないなど、基礎的課題を短期間にブレークスルーできる可能

性は比較的低いと考えられる（表４－２１参照）。

我が国が高速増殖炉実用化に向けて研究開発を行うにあたり、戦略



表４－２１ 高速増殖炉システム（鉛ビスマス冷却炉）

設計要求への適合可能性
建設コストは目標 (20 万円 / kWe) を達成できる可能性がある［経済性］。
窒化物燃料により、増殖比1.1を確保しつつ［資源有効利用性］、ブランケットを含めた平均燃焼度
11万MWd/t（設計要求：6万MWd/t）と連続運転期間18ヶ月（設計要求：18ヶ月）［経済性］の炉心

性能を確保できる可能性がある。
MA含有量5％程度の低除染TRU燃料を受入れ可能で、炉心に装荷したMAの約45％を燃焼可
能［環境負荷低減性］ 。
高速増殖炉に全てリプレースするために必要となる期間は、70 年程度［資源有効利用性］。

技術的実現性
技術的実現性を見通すためには、材料防食技術と窒化物燃料に関する基礎的課題を解決する必
要があるのに加え、システムを構築していくためには、再臨界回避方策、ＯＤＳ鋼被覆管、保守・
補修技術、蒸気発生器、冷却材ポンプなどを開発する必要がある。
Gen-IV概念に選定されているものの、開発を主導する国がなく、国際協力によって基礎的課題を

ブレークスルーできる可能性は低い。

●設計要求への適合可能性、技術的実現性
全ての設計要求に対して適合可能性がある。
材料防食技術・窒化物燃料の実現性を見通すためには、基礎的課題の解決が必要である。



燃

焼

度

軽水炉と同程度の燃焼度

で高増殖が可能

約22ヶ月

5.5万MWd/t

9.6万MWd/t

3.9t/GWe

1.26

約22 (18)ヶ月約22 (26)ヶ月約22 (26)ヶ月連続運転期間

酸化物燃料に比べ5割

平均燃焼度が高い

13.4 (9.0)
万MWd/t

14.9 (14.7)
万MWd/t

4.9 (5.7) t/GWe

1.1１(1.10)

酸化物燃料に比べ3割

平均燃焼度が高い

15.3 (11.5)
万MWd/t

15.3 (15.0)
万MWd/t

5.1 (5.8)t/GWe

1.03（1.03）

酸化物燃料に比べ２割程度

平均燃焼度が高い
特徴

3.9 (4.4)t/GWe
初装荷炉心に必要と

なる核分裂性物質量

9.5 (15.4)
万MWd/t

炉心平均

1.19（1.20）増殖比

6.5 (5.5)
万MWd/t

全体平均

(ブランケットを含む)

○ 金属燃料炉心(原子炉出口温度550℃、連続運転期間22ヶ月の設計条件) では、

・軽水炉並みの燃焼度では最高の1.26程度の増殖比（MOX炉心では1.20程度）を達成可能
(今後、熱設計成立性の確認が必要）

・増殖比1.20程度までは、酸化物燃料を用いた場合に比べ、燃焼度が20～50％向上、

初装荷核分裂性物質量が10％以上低減可能

○ FBRへの移行に関する諸量評価では、例えばFBRを2030年導入開始と仮定すると、MOX燃料（増殖比1.20）に
比べ、金属燃料（増殖比1.26）では天然ウラン累積需要量を2割程度削減可能と見込まれる

( ) 内は酸化物燃料（原子炉出口温度550℃の設計条件）を用いた場合の値

表４－２２ 金属燃料の利用によるナトリウム冷却炉の炉心性能の向上
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的重点化を更に強力に進める必要性があることを踏まえれば、現時点

において鉛ビスマス冷却高速増殖炉と比較した場合、ナトリウム冷却

高速増殖炉を優先することが適切であると考えられる。

③ ナトリウム冷却高速増殖炉における MOX 燃料と金属燃料及び

これらに対応した燃料サイクルシステム

ナトリウム冷却高速増殖炉には、燃料ピンの内部に詰める燃料が酸

化物である MOX 燃料方式と金属である金属燃料方式がある。

これまで開発された世界の高速増殖炉は、我が国の実験炉「常陽」、

原型炉「もんじゅ」、仏国の原型炉「Phenix」、実証炉「Super-Phenix」、
ロシアの原型炉「BN-600」など、MOX 燃料を利用したものが多い。

この MOX 燃料に対応した再処理方式としては、湿式法が合理的であ

る（金属電解再処理法を適用するためには、MOX 燃料を金属に還元

する工程を追加する必要がある）。現在世界で主流となっている軽水炉

の燃料は酸化物（UO2）であり、これに対応する商業用大型再処理施

設も全て湿式法を採用している。

金属燃料は、海外において実験炉に採用された例がある。この金属

燃料に対応した再処理方式としては、金属電解法が合理的である。国

内外において、この金属電解法を用いた大型の再処理施設は建設され

ていない。

ⅰ．MOX 燃料炉心と金属燃料炉心の比較

金属燃料ナトリウム冷却高速増殖炉の構造は、燃料体以外の部分は

MOX 燃料ナトリウム冷却高速増殖炉と同様である。炉心性能は、MOX
燃料と比較した場合、重金属密度が 30 ％程度大きく、核分裂に寄与す

る中性子の効率が高いことから、燃料の効率的燃焼、高増殖比、炉心

のコンパクト化、炉心装荷プルトニウム量の低減、などの特長を有し

た設計が容易である（表４－２２参照）。

一方、金属燃料炉心では炉心材料への高速中性子照射量が増加する

ことから、炉心材料の耐スエリング性について高い性能が要求される。



表４－２３ ＭＯＸ燃料炉心と金属燃料炉心の比較

高燃焼度条件
高速中性子フルエンス

制限条件

増殖比（1.0～1.2程度） 1.10 1.11 1.10

初装荷炉心に必要となる
核分裂性物質量( t/GWe )

5.7 4.9 4.0

10.4 8.2 7.2

100 100 95

5.0×10
23

8.5×10
23

5.4×10
23

炉心平均（15万MWd/t以上） 14.7万MWd/t 14.9万MWd/t* 9.8万MWd/t

全体平均（6万MWd/t以上） 9.0万MWd/t 13.4万MWd/t* 8.9万MWd/t

連続運転期間（18ヶ月以上） 26ヶ月 22ヶ月 21.5ヶ月

稼働率（計算値）（90%以上） 95%程度 94%程度 同左

出口温度 550℃ 550℃** 550℃**

熱効率／所内負荷率 42.5%/4% 42.5%/4% 42.5%/4%

*高燃焼度炉心では高
速中性子照射量が候
補材のODSフェライト鋼
の開発目標5×

10
23

n/cm
2
を約70%上

回っている。

高速中性子照射量

（n/cm
2
、E>0.1MeV)

設計要求等

**燃料被覆管の内面
温度制限値650℃につ
いて、妥当性確認のた
めの照射試験が必要。

備考

燃
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度

資源
有効
利用

稼
働
率

熱
効
率

燃料ピン径（mm）

炉心高さ（cm）

金属燃料
（資源重視型）ＭＯＸ燃料

（資源重視型）



図４－２０ 金属電解法と先進湿式法(NEXT法）の単位発電量
あたりの廃棄物発生量の比較
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〇単位発電量当りの発生量＝ 年間発生量／(年間処理量×平均燃焼度×発電効率)
〇高レベル固化体： *1:ホウケイ酸ガラス、*2:人工鉱物（ソーダライト結合ガラス））
〇TRU､高βγ廃棄物は燃料集合体構造部材を含む。
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被覆管材料として開発している ODS 鋼の最大高速中性子照射量に関す

る目標値（5 × 1023n/cm2
）を設計条件とした場合には、金属燃料炉心

であっても MOX 燃料と同程度の燃焼度しか得られず、金属燃料の優

位性が失われる可能性があり、今後詳細な検討が必要である。また、

金属燃料は MOX 燃料に比べて材料に対する中性子照射実績が少ない。

このため、原子炉出口温度 550 ℃としている現在の概念設計に金属燃

料を用いる場合には、被覆管材料の定常照射試験および過渡試験デー

タの拡充を行い、被覆管内面温度 650 ℃での健全性の確認が不可欠で

ある。（表４－２３参照）

インド、中国が発表した原子力発電所建設計画では、短期間に数多

くの高速増殖炉を導入するとしている。これを実現するためには、高

速増殖炉の運転開始に必要となるプルトニウムを効率よく生産すると

ともに、一基あたりの原子炉が必要とするプルトニウム量を抑えるこ

とが必要である。これに対応するため、MOX 燃料より有利である金

属燃料ナトリウム冷却高速増殖炉の導入を想定しているものと考えら

れる。

米国が発表した GNEP 計画では、ナトリウム冷却高速増殖炉の研究

開発を進めるとしているが、MOX 燃料か金属燃料かは今後判断する

としている。なお、高速中性子を使った試験を行うための小型原子炉

である先進燃料試験炉「ABTR」の設計活動を、これまで金属燃料の

小型高速炉「EBR-Ⅱ」の建設・運転を行ってきたアルゴンヌ研究所が

中心となって進めている。現在「ABTR」については、小型高速炉「EBR-
Ⅱ」の経験を生かし金属燃料となることが有力と言われている。

ⅱ．燃料サイクルシステムの比較

MOX 燃料と金属燃料では、燃焼サイクルシステムは大きく異なる。

「高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究フェーズⅡ最終報告書」

に示されている検討結果によれば、MOX 燃料に合理的に適応可能な

のは、先進湿式法と簡素化ペレット法の組み合わせである。金属燃料

に合理的に適応可能なのは、金属電解法と射出鋳造法の組み合わせで

ある。これらを比較した場合、その処理能力が年間 200 トンの施設で

は先進湿式法と簡素化ペレット法の組み合わせが、年間 50 トンの施設
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では金属電解法と射出鋳造法の組み合わせが経済性に優れる可能性が

示されている。一方、2110 年頃以降の高速増殖炉サイクルの平衡期（高

燃焼度／低増殖炉心を想定）には、毎年一定量（年間 400 トン程度）

の使用済燃料の発生が想定されるが、2050 年頃から始まる軽水炉サイ

クルから高速増殖炉サイクルへの移行期（高速増殖炉サイクル導入期）

には、毎年発生する高速増殖炉使用済燃料は除々に増加する。このよ

うな状況に適応するためには、中規模の処理能力を有する再処理施設

を需要に応じて順次増設することがより経済合理性に合致するとも考

えられる。

再処理施設からの廃棄物発生量について、金属電解法は先進湿式法

と比較して、単位発電量あたりの発生量が TRU・高βγ廃棄物では少

ないが高レベル固化体では設計要求より若干多く、先進湿式法の 1.7
倍程度と評価されている（図４－２０参照）。これは、金属電解法の高

レベル固化体である人工鉱物（ソーダライト結合ガラス）への核分裂

生成物（FP）添加可能量が低いためで、FP 添加率向上や固化体の大型

化が今後の課題である。また、現在体系化されている湿式法に対応し

たホウケイ酸ガラスの高レベル固化体と同等な新たな地層処分体系の

整備が必要である。

軽水炉燃料用大型再処理施設は、我が国、仏国及び英国において建

設、運転されているが、これらの施設は全て湿式法を採用しており、

金属電解法と比較して経験が豊富である。また、この経験を活かせる

ことから、高速増殖炉燃料用再処理においても、基礎的なデータの蓄

積は先進湿式法の方が進んでいると考えられる。例えば、金属電解法

では、大型電解装置の導入に伴い新たな臨界管理手法を採用している

が、臨界防止や計量管理に高い測定精度が要求されるため、現時点で

は、先進湿式法に比べ研究開発に時間を要するものと考えられる。

これらを踏まえて両者の比較優位を検討すると、先進湿式法を「主

概念」とすることが適切であると考えられる。しかし、原子炉と比較

すると再処理に関する技術的知見は相対的に少ないことから、再処理

の研究開発にあたっては、より柔軟な姿勢が必要であると考える。

なお、米国の GNEP 計画においては、優先的な課題として、工学規
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模実証施設「ESD」の設計活動が始まっている。この「ESD」は、酸

化物である軽水炉燃料を再処理するための施設であり、湿式再処理法

の一種である UREX+1a 法を採用している。将来の高速増殖炉に対応

した再処理法については、湿式再処理法か乾式再処理法とするかを含

め今後の課題とされている。しかし、米国は金属電解法のための研究

施設を有しているが我が国はこれに相当する研究施設を有していない

現状を踏まえると、金属電解法の研究開発を進めるにあたっては、今

後とも米国との国際協力が重要である。


	第二部　高速増殖炉サイクルの技術的な検討
	４．高速増殖炉サイクル実用化概念の選択
	（１）選択にあたっての基本的な考え方
	（２）様々な候補概念の概要
	（３）様々な候補概念の比較検討
	（４）高速増殖炉サイクル候補概念の評価





